
地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費【令和元年度決算】

　 地方消費税の税率引上げに伴う増収額３２３，１１３千円（地方消費税交付金）については、その全額を社会保障施策に要する経費に充当。

[歳　入] 地方消費税交付金

[歳　出] 社会保障施策に要する経費 （うち一般財源　３，７１７，２８０千円）

[単位：千円]

国庫支出金 県支出金 市債 その他 増収分の
地方消費税交付金 その他

933,991 417,489 219,042 3,183 50,000 244,277 障害者自立支援費     　        50,000

114,757 3,256 2,660 108,841

1,792,665 928,198 359,365 39,802 120,000 345,300 私立保育所措置委託料 　 　　　120,000

249,894 83,822 56 181 165,835

744,115 550,638 32,878 9,575 151,024

863 863

290,606 607 115,178 15,098 50,000 109,723 医療扶助費　　　　　　         30,000
小児市助成医療扶助費　         20,000

4,126,891 1,980,754 729,775 0 70,499 220,000 1,125,863

573,828 14,346 7,173 103,113 449,196 介護給付費繰出金　            103,113

282,852 44,846 131,192 106,814

657,914 85,220 1,084 571,610

392,237 241 6,261 385,735

1,906,831 59,192 223,826 0 7,345 103,113 1,513,355

161,872 1,452 775 8,338 151,307

17,404 17,404

886,238 300,000 586,238

1,065,514 1,452 775 0 308,338 0 754,949

7,099,236 2,041,398 954,376 0 386,182 323,113 3,394,167

※　主に地方単独事業及び国庫補助負担金事業等における社会保障施策に要する経費を計上。

　　事務費や職員人件費（サービスに直接従事しない職員分）等は除外している。ただし、市町村職員共済組合負担金等については計上。

３２３，１１３千円

７，０９９，２３６千円

事業名 経費
特定財源

充当内訳

社会福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護事業

生活等支援事業

医療費助成事業

小計

一般財源

社会保険

介護保険事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

共済組合負担金

小計

保健衛生

疾病予防事業

医療提供体制確保事業

市民病院事業

小計

合計


